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１．はじめに 

次の南海トラフ巨大地震の今後 30 年以内に発

生する確率は 70～80％とされている．気象庁で

は，2017年より「異常な現象の発生」の検知から．

地震発生の可能性の高まりについて検討し，「南

海トラフ地震に関連する情報」を発表している．

地震発生の可能性が高まったときには，臨時情報

（注意）または臨時情報（警戒）が発出されるが，

それへの対応を各自，団体が事前にそれぞれ考え

ておく必要がある．現在，徳島大学では環境防災

研究センターや総務部などを中心に，その対応検

討を始めており，本報では，その進捗報告と教育

分野に関する意見収集を行う． 

２．臨時情報への対応に関する検討方法 

（1）臨時情報（警戒）が発出されると

例えば，南海トラフの東側，西側だけで大規模

な地震が発生したとき（半割れ），南海トラフの

中で比較的大きい地震が発生（一部割れ），プレ

ート境界面の異常な滑りを観測（ゆっくりすべり）

に発出される．この場合の基本的な対応を国は次

のように示している． 

表 1 臨時情報（警戒）発出後の対応 

異常検

知から

の時間 

対  応 

（内閣府 HPより，ttps://www.bousai.go.jp/ 
jishin/nankai/rinji/index3.html） 

2時間 地震が発生したらすぐに避難できるように
準備する． 
地震発生後の避難では間に合わない可能性
のある住民は事前避難を１週間行う．高齢
者などのよう配慮者や土砂災害特別警戒区
域，事前避難対象地域の住民 

1週間 日頃からの地震への備えを再確認し，生活
を行う． 

（2）臨時情報（警戒）への対応 WS

令和 5 年 9 月に計 4 回の WS を行い，各部署か

ら 32 名の参加があった．WS は 1 回 90 分間で，

臨時情報の説明を聞いた後，各部署での対応方法

についての意見をポストイットに記入し，その結 

果を参加者全員で共有した（表 2）． 

表 2 臨時情報（警戒）への対応 WS 

回 対象 参加者

1 本部・役員 学長‣理事 5 名 
,総務部 3 名 

2 常三島キャンパス 各学部 6 名 
総務部 3 名 

3 蔵本キャンパス 各学部 9 名 
総務部 2 名 

4 大学病院 病院 3 名 
総務部 1 名 

３．WS で発言された意見 

（1）意見の概要

ポストイットに記入された意見から KH Coder 3

で共起ネットワークを作成した（図 1）．意見は大

きく，A：教職員，学生への対応，B：施設面での

事前防災，C：大学病院の受け入れ態勢，D：県内

診療体制の調整，E：地域住民への対応，F：避難

訓練，備蓄などの 6 つに区分された． 
特に大学教育に関することだけを，1.教育，2.学

生支援，3.研究に分けて整理した（表３）．特に教

育や研究の継続については様座な意見が出され

た．例えば，教育では，1 週間休校，オンライン

での授業，気をつけながら継続することなどの意

見があった．また 1 週間休校した場合，その後に

講義を再開する手順は丁寧に検討する必要があ

るということになった．

４． 今後の課題 

臨時情報に対する対応策定は，全国的にも遅々

として進まず大んでいない．重要なことは，一つ

の正解を求めず，意見を共有し，発出時の状況に

応じて，基本方針を軸に臨機応変にベストを尽く

すことができるように準備しておくことである．

今後，意見を教職員で共有し，議論を深める． 
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図１ WS でだされた全ての意見の共起ネットワーク 

表３ 学生教育に関する WS 意見 
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